
項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第３節　人材育成・組織体制

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

精神的に不調を訴える職員
や休業明けの職員がスムー
ズに復帰できるよう事業の活
用を促し、職員の健康的な
生活に寄与した。

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

初級職員研修としてプラス
チックごみ削減等の環境学
習を実施した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

受験者側への適切な情報発
信に努めることで、就職後の
ミスマッチを軽減させ、一人
一人の働きがいに貢献して
いる。

８．働きがい
も経済成長も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

５．ジェンダー
平等を実現し

よう

８．働きがい
も経済成長も

１０．人や国
の不平等をな
くそう

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

職員研修事業

根拠法令 R1予算現額

地方公務員法第39条

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値を達成しており、一定の成果
が挙げられていると考えるが、時代
の変化に即応し、多様な行政ニー
ズに対応できる職員を育成するた
めにも、効果的な研修を継続して実
施するとともに積極的に周知を図
り、受講率向上を目指したい。

H30年度目標 H30実績

R元年度目標 R1実績

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

研修受講率の向上により、成長する職員が増加
するほか、学習する組織風土の醸成にも繋がるも
のと考えるため、研修の受講率を指標としている。

①新規採用職員を指導するOJT担当職員
のスキル向上のため、従来の１日研修に
加え、4箇月後のフォローアップ研修を新設
した。（OJTフォローアップ研修）
②組織的な課題に対応した研修を企画・
実施した。（コンプライアンス研修、タイムマ
ネジメント研修等）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

時代変化に対応した研修を行うため、随時
改善に向けた見直しを行う。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,534千円 6,897千円

職員の研修受講率（全職員数に対し、職員の研
修受講延人数の割合）

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、組織
にとって有用な人材を育成・支援することを目的に、
「人材育成基本方針」、「職員研修計画」に則り、職員
研修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修ほ
か自己啓発支援など

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人

①320

②2,179人

③109人

R1その他職員
従事割合

80.0% 106.9%

7,219千円 6,330千円

78.0% 88.4%

15,922千円 臨時職員

①研修の実施日数

②修了者数（集合研修）

③修了者数（派遣研修）

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

～ 14,546千円 臨時職員 0.00 人 100％以上

R2年度目標

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

期間 1.75 人

職員採用事務

根拠法令

R1正規職員
人件費

地方公務員法第１７条、所沢市職員任用規則

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

こころの健康相談事業

重要 自治事務 法定受託事務

相談者の多くは継続的に相談を受
けている職員であるが、定期的に相
談を受けることにより、相談者の健
康が保たれているように思われる。
今後も、職員への事業の周知と、相
談しやすい環境を整備していく必要
がある。

R1年度に改善した点

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

実施回数
（月３回×12か月）

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要があ
ることから、「こころの健康相談」の年間実施回数
とした。

相談者の急なキャンセルがあった場合、保
健師が直接声掛けをして、普段利用してい
ない職員にも利用してもらい、事業の周知
を図った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30決算額

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ａ

指標名

R1決算額（見込み）

所沢市こころの健康相談員設置要綱 1,320千円 1,320千円

根拠法令 R1予算現額

法定受託＋附加 1,320千円 1,320千円

36回 36回

36回 36回

2,682千円 臨時職員 0.00 人

①36回

②90人

R元年度目標 R1実績

H12年度～ 2,660千円 臨時職員 0.00 人 36回

期間

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医1
名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「こころの健康
相談」を実施する（月３回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約
の窓口となり、電話や専用のメール等で受付をしてい
る。

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人

職員採用情報を積極的に周知し受験者を募り、第1
次～3次試験（筆記、集団討論、面接等）を行い、最
終合格者を決定する。
行政組織に必要とされる定員を確保するとともに、所
沢市が"選ばれる自治体"でありつづけるよう、市民・
団体・事業者と協働してまちづくりを推進するために、
人と人、人とまちをつなぐ力を持った人材を確保する
事を目的としている。

1.55 人

期間

12,989千円

R1正規職員
人件費

Ａ

成果指標の実績値としては前年度
を若干下回ったものの、目標設定
の根拠となる「より良い人材の確
保」という観点において概ね目標は
達成できた。その理由として、昨年
度より合格後の辞退者が減少した
ことが挙げられる。一方、専門職に
ついては、受験者が減少傾向にあ
ることから、引き続き情報発信等を
工夫・改善していくことで、受験者の
獲得につなげていきたい。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,232千円

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

～ 14,962千円

目標設定の考え方・根拠H30予算現額

非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.00 人

1.80 人

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

2,364千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30決算額

R1決算額（見込み）

2,770千円

R1予算現額

2,617千円

一
般

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績 「新しい生活様式」に配慮した採用試験や
説明会の実施に着手する必要がある。特
に、採用説明会については、対面方式で
はない手法で、あらゆる人が情報をキャッ
チできるよう発信していく必要がある。ま
た、優秀な人材を流出させないよう、辞退
者防止の取り組みを継続することも必要で
ある。選ばれる自治体となるよう採用情報
の発信等を工夫していく。

①採用試験受験申込者数

②採用試験受験者数

③採用者数

指標名 R1年度に改善した点

採用試験受験者数
所沢市が必要とする人材を確保することが目的で
あることを踏まえ、より良い人材を確保するという
観点から１次試験の受験者数を指標とした。

・年齢要件の緩和により専門職の確保に
努めた。
・庁内広報紙を説明会の場で配布すること
で職場の雰囲気等の情報発信と業務改善
に努めた。
・新たに、公務員予備校主催の説明会へ
参加するなど、採用情報に係る発信の機
会を増やした。
・合格者を集めての懇親会を開催し、辞退
者防止に努めた。
・技術職職員との協働により土木職ポス
ターを制作した。

600人 585人
企業等の人手不足が依然として厳しい状況であ
り、就職活動においては売り手市場が続いてい
る。特に、専門職の人材確保に苦慮しており、申
込者数・受験者数ともに減少傾向にある。中でも、
保育士については前年度より大幅な減少となった
ことから、第3回の試験において年齢要件の緩和
などの対策を講じた。目標には及ばなかったもの
の、即戦力のある優秀な人材を確保することにつ
ながった。

600人 571人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.32 人
非常勤
特別職

事業のさらなる周知と、相談しやすい環境
整備に努める。

0.00 人 R2年度目標

臨時職員 0.00 人 600人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人 R2年度目標

①797人

②571人

③75人

R元年度目標



現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

１０．人や国
の不平等をな
くそう

どのように貢献したか

事業者を決定する際、事務
の効率化向上と、公平性を
担保するために、プロポーザ
ル方式で実施した。

どのように貢献したか

職員のストレスへの気付きを
促し、職場改善に繋げること
で、働きやすい職場環境づく
りに取り組んだ。

５．ジェンダー
平等を実現し

よう

８．働きがい
も経済成長も

３．すべての
人に健康と福
祉を

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

組織全体が相互に協力して
行政課題の解決に向けたア
クションが出来るような柔軟
な組織体制を構築している。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

組織管理事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和3年度に向けた組織機構見直
しの部局間調整が完了し、組織条
例一部改正準備が概ね整った。
部局の偏りなく、全庁的に事務応援
制度が活用され、働き方改革も踏ま
えた行政サービス提供体制を整備
できた。

R1年度に改善した点

①課内室の定期的見直し実施
数

②組織機構見直し実現有無

事務の応援件数

機動的な事務応援が実現しているしなやかな組
織であれば、行政課題・行政需要の変化にも速や
かに対応可能であり、市民サービスの維持向上
につながるため。

働き方改革を踏まえ、年度当初に改めて
事務応援制度を周知した（通知文書ならび
に総務担当課長連絡会議）。

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

【事業目的】
①新たな行政課題や重点施策への対応②持続的な
行政運営③事務の合理化や生産性の向上

【具体的な内容】
状況に応じた組織体制を整備するために、関係する
所属との調整、例規の整備、人員体制の整備等を総
合的に行う。

0.81 人
非常勤
特別職

6

4,904千円 臨時職員 5

目標達成済5 6

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,788千円 臨時職員

①１

②有

R元年度目標 R1実績 組織機構見直し後も各種移管業務を適切
に推進し、市民サービスの維持・向上を図
るため、当課がハブ役となり円滑な引継ぎ
環境を整備する。
また、全庁的会議体（政策会議や事務改
善委員会等）を活用し、引き続き事務応援
への相互協力マインドを醸成する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.59 人
非常勤
特別職

R2年度目標

2.23 人

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間

地方公務員法、地方自治法、所沢市一般職員の給与等に関する
条例、所沢市会計年度任用職員の報酬等に関する条例、所沢市
会計年度任用職員の報酬等に関する規則

H30正規職員
人件費

 地方公務員法及び地方自治法の一部改正により、
令和2年度より会計年度任用職員制度が創設され
る。それに伴い、フルタイム勤務の会計年度任用職
員及び臨時的任用職員の制度運営のため、人事・給
与システムの改修を行う。
 また、パートタイム勤務の会計年度任用職員につい
ては、報酬計算業務及び社会保険業務を専門業者
に外部委託するものである。

当該事業はR１年度から実施したものであ
る。

H30年度目標

H30決算額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

会計年度任用職員制度を適切
に運営するため、制度運営に必
要となる業務を行う。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

H30その他職員
従事割合

H30実績

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容
Ｓ

0千円

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

会計年度任用職員の給与支給処理テストにおけ
るエラー件数

人事管理、給与支給を行うための基礎情報の管
理を適切に行うことが当該事業の目的となってい
ることから、その結果が反映される会計年度任用
職員の給与支給処理におけるエラー件数を指標
とする。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2年度目標

①人事・給与システムの改修

②報酬計算業務委託及び社会
保険業務委託の契約締結

R元年度目標 R1実績

引き続き法令を遵守し、適正な人事管理
及び給与支給に努めていく。

R1その他職員
従事割合

0件 0件

職員データの取り込み後に実施し
た給与支給処理のテストにおいて、
財務会計システムでの伝票処理ま
で問題なく終了したことが確認でき
たため、一定の成果が挙げられたも
のと考えている。

R1年度に改善した点

会計年度任用職員制
度運営事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

3,025千円 3,025千円

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H30予算現額 H30決算額

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1予算現額

H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 80.0%

Ｒ１～ 18,536千円 臨時職員 0件

R1決算額（見込み）

労働安全衛生法 1,793千円 966千円

80.0%

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

職員ストレスチェック事
業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

H28～

指標名

ストレスチェックを受検し、その結果を見ることで、
自分の状態を把握することができ、セルフケアに
つなげることができることから、受検率を指標し
た。

R1目標値が未達成の理由・分析

ストレスチェックの目的や結果の活用方法
について周知を行い、受検者を増やす必
要がある。

目標設定の考え方・根拠

概ね目標は達成しているが、一人
ひとりが自分の状態を把握し、セル
フケアにつなげるためにも、さらなる
周知を行い、多くの職員に受検して
もらえるように努める。

R1年度に改善した点

調査期間中に機会があるごとに庁内のイ
ントラを利用して、受検を働きかけた。ま
た、所属長に対し、初めてとなる分析結果
の研修会を開催し、職場環境の整備につ
なげられるよう取り組んだ。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

Ａ

ストレスチェックの受検については任意であるが、
検査の目的や結果の活用方法の周知や、調査の
実施時期についても検討が必要と思われる。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,984千円

77.5%0.37 人

H30実績

①受検率

②高ストレス者の割合

受検率
（受検者数／対象者数）

1,018千円

3,101千円 臨時職員 0.00 人

①77.9%

②13.2%

R1その他職員
従事割合

77.9%

R元年度目標 R1実績

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

職員自身のストレスへの気付きを促し、セルフケアに
取り組むことや、働きやすい職場づくりを進めること
で、職員がメンタル不調となることを未然に防ぐ「一次
予防」を目的とし、労働安全衛生法の規定に基づく心
理的な負担の程度を把握するための検査（５７項目）
と、その結果に基づく面接指導を実施する。

2,660千円 臨時職員 0.00 人 80.0%

R1正規職員
人件費


